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「無人ヘリコプター農薬空中散布の影響評価について」の意見・質問書

　貴省は、2010年から、無人ヘリコプター農薬散布による人の健康被害防止を目的に、「農薬の大気経由による影響評価事業」を実施されており、「農薬吸入毒性評価部会」と「農薬の大気経由による飛散リスク評価検討会」を設置し、リスク管理手法の確立を目指しておられます。

　私たちは、11年1月に、農薬の大気経由による影響評価事業に関する要望を貴省に送りました。

　http://www5e.biglobe.ne.jp/~ladymine/kiji/kan110111.txt
　最近では、農水省、環境省の２局長連名通知「住宅地等における農薬使用について」の改定が本年度中になされる予定ですが、私たちは、この改定通知に『住宅地周辺での無人ヘリコプターの散布を禁止すべきである。高濃度で短時間に広範囲で農薬を散布する上、事故の多い無人ヘリコプターの住宅地近隣での使用を禁止する。』ことを盛り込むよう要望しており、その理由として、以下をあげています。

　・無人ヘリコプターは、小回りがきくということで、住宅地や人の活動する地域周辺で、地上散布より百倍の高濃度、短時間で広範囲に、農薬を撒き散らしている。

・農水省・環境省は、現行通知に無人ヘリコプターによる空中散布について、全くふれていない。毎年実施される「農薬危害防止運動」では、「農林水産航空事業実施ガイドライン」「無人ヘリコプター利用技術指導指針」の遵守　を求めているが、両方とも、有機農産物への配慮を示しているだけである。わずかに、周辺住民が受ける危被害に対しては、「無人ヘリコプター利用技術指導指針」で、『③公園、森林、ゴルフ場等において有人及び無人ヘリコプターを用いて農薬を散布する場合は、関係法令等を遵守するとともに、事前周知の実施等により、周辺住民、施設利用者等に十分に配慮すること。』とあるにすぎない。
　貴省は、影響評価事業の３年目が終わるにあたり、本年２月に「農薬吸入毒性評価部会」と「農薬の大気経由による飛散リスク評価検討会」を開催され、リスク管理の原案が示されました。

　その内容は、

　１、7つの農薬については、単期間の吸入毒性試験結果から得た気中濃度評価値と、シミュレーション結果で得た平均経気道曝露濃度を比較し、曝露濃度は、評価値よりも低く、リスクが懸念される状況は確認されない。

　２、農薬ミストの落下による経皮毒性の評価は、29農薬で実施され、落下量評価値と、シミュレーションによる平均落下曝露量を比較し、MEPとDEP以外は、すべての地点で、平均落下ばく露量は落下量評価値を下回った。

　３、そのため、散布中の立入制限区域は、MEPで圃場から30ｍの地点まで、DEPで圃場から70mの地点までで、他の農薬は設ける必要がない。

　というものでした。

　

　永年、農薬被害者の声を聞いてきた私たちは、このような結論がでたことに驚きを禁じえません。その根本原因は、圃場等での散布実態を重視せず、シミュレーション結果に頼ったからだと感じています。

　そもそも、ある事柄のリスク評価に当たっては、その事柄の有害性(危険性)の特定とその有害性の生ずる可能性の度合い(確率)を特定する必要があります。ところが、貴省検討会の今回の飛散リスク評価は、無人ヘリコプター農薬散布による人の健康被害の実態も特定することなく、というより如何なる有害性があるのかさえも全く特定することなく、

「吸入及び経皮によるばく露について評価にあたり、

　・実測による評価には、多大な労力と経費が必要

　・立地条件、気象条件や農薬の種類によって、大きく異なる

　・事例を積み重ねて一般化するには、膨大な試験規模と試験数が必要

現実的には困難

　そのため、変動要因を明らかにし、それに基づく農薬の飛散動態を予測するシミュレーションモデルを利用し、リスク評価の一般化を図る。」として、すすめられてきました。

　これは、明らかに、無人ヘリコプターによる農薬の空中散布に伴ってどのような健康被害が発生するのか、即ちリスク評価に当たってなすべき有害性(危険性)の特定を放棄しており、リスク評価とはいえません。

因みに、貴省は、「気中濃度評価値」を参考にしていますが、従来の「航空防除気中濃度評価値」とて健康被害実態を反映したものではなく、さらに近年、問題視されている農薬等に感受性の高い人々を考慮して定められたものでもありません。（詳しくは、機関誌「てんとう虫情報72号」参照

http://home.e06.itscom.net/chemiweb/ladybugs/kiji/t07202.htm　)
　
無人ヘリコプター空中散布の特徴は、地上散布より高所から、地上散布よりも100倍以上の高濃度で、短時間に、広範囲の面積に散布することです。気流にのって、公共施設や道路、住宅地、人が暮らし、活動する場所に、農薬ミストが飛散し、人々が大気中の農薬気体や浮遊微粒子を呼吸により取り込み、健康被害が生じている現状を貴省はどう認識されているのか。明らかにされた資料では、現在の無人ヘリコプター散布状況では、健康被害は起こらないことになってしまいます。

上述のような労力と経費をかけないシミュレーション手法による結論が肯定されれば、周辺住民は、窓を閉め、外の仕事もできず、じっと家に閉じこもり、なおかつ、家の中に入ってくる農薬をがまんし、万一、散布時に行き会わせれば、大急ぎで走り抜けなければなりません。そうした不便をしのげば、無人ヘリコプター空中散布により、健康への影響がでることはないということです。

　これは、散布地域の住民の考えと程遠いものです。
無人ヘリコプター空中散布に苦しみ、毎年、散布期間には、避難している会員から悲痛な訴え・意見が届いています。その例を以下にあげ、次いで、貴省検討会資料について、疑問点をあげますので、3月31日までに、ご回答をお願いします。

　

***　被害者からの意見　（参考として、1事例あり）***

【意見１】

　我が家の近くの国道沿いでも、無人ヘリコプターを使って農薬散布をしています。歩道を歩いている人が、口元をタオルで押さえながら小走りでにげていきます。リハビリのために歩いている人は、さほど早くは逃げられません。大きなスーツケースをひいている女の子も、なかなか走れませんでした。

　環境省は、無人ヘリコプターで農薬散布していたら、歩いて通り過ぎろと言っているようですが、赤信号で止まることもあるでしょう。

　以前、信号待ちの時に、ウンカの予防に遭遇しました。家族の車に乗り、窓を閉めていましたが、喘息発作を起こしました。粉のようなものを長いホースから散布していました。歩行者、自転車の人も、口元をタオルやハンカチで押さえながら信号を待っていました。

　無人ヘリコプターは、このようなことがあっても安全といえますか。以前自宅で、予告なしに無人ヘリコプターの農薬散布があり、喘息発作を起こしたわたしは、安全と思えません。

　時速６０キロの国道ですが、バス、大型トラックの風圧は、風速３メートル以上では飛ばせない無人ヘリコプターに影響ないのでしょうか。

　ウンカの確認もできず、いもち病等、イネに異常がない時に、無人ヘリコプターで予防散布しています。

　なぜ、アプロードロムダンモンカットエアー、ブラシンジョーカーフロアブルを使うのか理解できないのです。それぞれが決められた使用方法を守っているとしても、一度に使えることがわかりません。予防のために、何種類もの殺菌剤、殺虫剤で汚染されているのです。

　自宅の窓を閉めても、農薬は入

ってきます。無人ヘリコプターで農薬散布がある時は、窓の近くに行くと農薬の臭いを感じるときがあります。慌てて離れて、空気清浄機の近くに行きます。

【意見２】

(1)「評価対象者 、継続的に遮へい物が無い状況で、なおかつ通過するのではなくその場に立ち止まって、農薬のばく露を受け続けるとの条件で評価」

　についてですが、近隣の住宅地等では立ち止まるのではなく、そこで農薬弱者や乳幼児、病人などが生活している可能性が高いわけですので、立ち止まるという考え方そのものがおかしいです。リスクを考えるならば、そこに２４時間継続して生活しているということを前提に行われるべきではないでしょうか。

(2)「ばく露量を推定する地点及び時間」　については

「（１）距離0～100m までを10m ずつ区分した10 地点」となっていますが、せめて２００ｍまでを範囲とすべきだと思います。農薬弱者にとっては１００ｍは距離のうちに入りません。

(3)「（２）経過時間

　ア．経気道ばく露

　　散布中（１時間）、散布開始1～2 時間（散布終了直後から１時間）、2～3 時間、3～4 時間、6～7 時間、12～13 時間、1 日後、2 日後、3 日後、4 日後、5 日後、6 日後、7 日後、14 日後、21 日後、 28 日後のそれぞれについて、揮散によるばく露量をシミュレーションにより推定する。なお、散布中（１時間）のばく露量は、ミストによるばく露も考慮するため、落下するミストの積算値と揮散によるばく露量を合算した値とする。なお、散布当日の4~6 時間、7~12 時間、13~24 時間、8~13 日、15~20 日、22~27 日については、それぞれ、3~4 時間、6~7 時間、12~13 時間、7 日後、14 日後、21 日後の数値を用いてばく露量を算出することとする。」

　について、　この考え方が理解できません。

　散布中から２４時間継続するという考え方で、落下するミストの積算＋揮散の２４時間の積算値。さらにそれに日数をかけるという形のデータが必要だと思われます。

　更にトータルVOCのデータも必要だと思われます。

(4)　農薬の大気経由による飛散に係るリスク管理措置（案）

「① 散布中の立ち入り制限　の項の「立ち入った際も、立ち止まらずに通過するのであれば、徒歩程度の速度（時速4 ㎞）でも経皮ばく露を受ける時間は1.5分に限られ、実際の経皮ばく露量は平均落下ばく露量（1 時間の積算値）を大幅に下回ると考えられる。」というのは、あまりにも実情を無視した机上の計算ではないでしょうか。

(5)３．リスク管理措置（案）

　「上記1 及び２を踏まえ、農薬散布中において、次のリスク管理措置の実施を提案する。なお、措置を講じる期間は、経皮ばく露が生じる農薬散布中に実施すればリスクを低減することが可能であると考えられるが、より安全性を高めるため、散布終了後も半時間程度は継続する。

　下表のとおり、道路及び隣接農地等については、原則立ち入り制限し、幹線道路など通行を禁止することが難しい場所がある場合には、立ち止まらずに速やかに通過するよう注意喚起を行う必要がある。」についてですが、

　「幹線道路など通行を禁止することが難しい場所がある場合には、立ち止まらずに速やかに通過するよう注意喚起を行う必要がある。」ではなくて「散布を原則禁止する」べきではないでしょうか。呼吸器疾患、喘息患者、農薬弱者等、知らずにどのような人が通過するかわからないんですから。

 「また、当該地点内に民家や人が住居する施設がある場合には、当該民家等の了解を得て、散布期間中は戸外に出ないように依頼し、戸外に民家等の住民がいないこと、窓が閉められていることを確認の上、散布を行うこととする。」ですが、窓を閉めても農薬は入ってきます。やはり住宅地等の近隣では原則散布を禁止すべきだと思います。

(6)リスク管理措置案の「ＤＥＰ（トリクロルホン）：ほ場から70ｍの地点まで

ＭＥＰ（フェニトロチオン）：ほ場から30ｍの地点まで」についてですが、

　これは距離のうちに入りません。大甘も良いところだと思います。

風が吹いただけでも農薬暴露してしまいます。気象条件を無視しています。

　というか、私は１００メーター離れたハウス内の散布でも具合悪くなっていますので、ただあきれるばかりです。

(7)シミュレーションといいますが、あまりにも大雑把でどういった条件でどういった計測でといった細かいデータがありませんので、その評価そのものが曖昧な感じがします。強引に安全性という結果を引き出すだけのもののように思われます。現実はシミュレーションのようには絶対にいかないと思います。

【参考事例】茨城県龍ヶ崎市の場合

　2012年の７月、５日間にわたり、龍ヶ崎市で無人ヘリコプターにより農薬(スタークル液剤10(ジノテフラン10％)とアミスターエイト(アゾキシストロビン8％)が散布されました。

　散布地域に囲まれた住宅に住んでいるのは、長年、水田農薬空中散布に苦しめられてきたＡさんで、いままで、スミチオンやフサライドなどの受動被曝で、たびたび体調悪化、2008年には、娘さんが農薬中毒で集中治療室にはいるという事態になりました（「てんとう虫情報206号」参照）。

　空散中止を求める864人の署名の提出を経て、龍ヶ崎市議会で空中散布中止を求める陳情書が採択され、市は地元ＪＡに空中散布中止を求めたにもかかわらず、いまだにやめる気配はありません。

　2012年は、実施計画が間際にになって明らかになったため、急遽、中止要望を、反農薬東京グループとネオニコチノイド系農薬中止を求めるネットワークの連名で、茨城県、龍ヶ崎市、ＪＡ龍ヶ崎市に送りましたが、ＪＡからの回答は、『地区防除隊(水稲農家生産者様)から要請を受け、無人へり防除作業を請け負っております。』として、実施を強行するというものでした。

　市の環境基本計画では、農村環境の保全の項に、『環境に配慮した農地利用を促進し、自然破壊の防止を目指します』として、水稲病害虫防除薬剤空中散布面積を、2002年1891ha、2009年904haの実績を経て、2016年にはゼロとするとの目標を掲げていますが、その実現には、住宅地区における空中散布禁止が不可欠です。

（詳しいことは　http://home.e06.itscom.net/chemiweb/ladybugs/kiji/t25202.htm　をご覧下さい。）
***　平成24年度第二回飛散リスク評価検討会における資料に沿って、お尋ねします　***

【質問１】資料１「無人ヘリコプター散布での農薬飛散ばく露評価」について

(1)シミュレーションではベーパードリフトとスプレードリフトの２種について、既存モデルがもちいられているが、その内容について、わかりやすく、説明してほしい。

　モデルではどのようなパラメーターが使用されているか。各パラメーターの変動はドリフトにどのような影響を与えるか。地形の影響などはどのように評価されるか。などについても御願いします。

(2)『粒子状とガス状の農薬を分けて評価→各々の結果を組み合わせて総合的に評価』と

あるが、具体的にどういうことか説明してほしい。

　たとえば、散布液ミストは着地までに、水分が蒸発し、噴出時の粒径が変化しつつ、飛散すると思われるが、フロアブル中の鉱物質やマイクロカプセル粒子が浮遊・飛散する場合、シミュレーションでは、どのようになっているか。

(3)無人ヘリコプターのメインローターによる吹き降ろし流れ（ダウンウオッシュ）、地上での反発やヘリの傾きによる斜め気流の発生や巻き上げ流など気流の変化はシミュレーションではどのように解析されるか。

(4)４ページには、シミュレーション評価に用いた気象条件は「アメダスデータ新潟（平成14年から平成23年の10年間の8月1日から7日の平均値の繰り返し）を利用した。」となっているが、「平成14年から平成23年の10年間の8月1日から7日の平均値の繰り返し」とは何か意味不明である。説明されたい。

(5)５－２０ページ（上段）の結果がどのような条件下での結果か不明である。シミュレーションに用いたパラメーターを明らかにされたい。

(6)シミュレーション結果とフィールドでの実際の散布とが一致するかどうかは、シミュレーションが妥当かどうかの検証に重要である。

　落下量や気中濃度で、ｐ6からｐ9で検証が行われているが、

　散布地域内では、実測とシミュレーションの乖離が大きい。これはなぜか。

(7)貴省が実施した「農薬残留対策に関する総合調査」で無人ヘリコプター散布による

気中濃度やドリフト調査結果は、以下のようであった。

(a)(b)(c)のような事例は、シミュレーションで予測できるか。

　（参照：てんとう虫情報184号

http://home.e06.itscom.net/chemiweb/ladybugs/kiji/t18405.htm　）
(a)無人ヘリ：千歳市での気中濃度

　　　03年に北海道千歳市の水田で実施された無人ヘリによる試験では、フサライド・エトフェンプロックス剤が使用され、フサライドが散布区域外5m地点で、散布中に最大濃度0.18μg/m３、散布後に最大濃度0.077μg/m3検出されたが、エトフェンプロックスは検出されていない。

　　　04年の同様の試験で、フサライド濃度が、散布区域内外で高かったのは、散布中の区

域外5m地点で0.6μg/m3、20m地点でも0.17μg/m3で、散布1-4日後でも、区域外5m、

20m地点で、0.045-0.120μg/m3検出された。

　　　05年の試験で、フサライドの気中濃度が最大だったのは、散布当日の域外10m地点で

0.058μg/m3であった。

　(b)無人ヘリ：飯山市での気中濃度

　　　03年に長野県飯山市での水田で実施された無人ヘリによる試験では、MEP・BPMC剤とトリシクラゾールが混合散布された。散布区域内では、MEPが散布中に1.37μg/ｍ3、翌日でも0.26-0.84μg/ｍ3、

区域外では、翌日でも0.14-0.53μg/m3検出された。

　　　04年の同様の試験では、MEP濃度は散布中区域内で最大3.36μg/m3、区域外50-200mで最大0.68μg/m3であった。05年では、MEP濃度の最大は散布区域内で0.77μg/m3、区域外で0.31μg/m3であった。

　(c)無人ヘリによるドリフト試験

　　　03年に、飯山市の別の水田で実施された無人ヘリによるドリフト調査（ろ紙トラップ使用）では、トリシクラゾールとＤＥＰが混合散布された。トリシクラゾールが地域外7.5ｍの地点でドリフト率23.7％（理論散布量に対する比率で、4.7mg/m2に相当）で、30ｍ地点までドリフトがみられた。

　　　04年には、トリシクラゾールが地域外1m地点でドリフト率最大9.1％、10m地点で最大1.8％、20m地点で最大0.36％、50m地点で最大0.14%あった。

　　　05年には、上述の千歳市でフサライドのドリフト試験が行われ、ドリフト率は5m地点で9.3％(1.4mg/m2)、15m地点で8.0％(1.2mg/m2)、30m地点で4.5％(0.7mg/m2)であった。　　　　

長野県下高井郡の水田転作大豆畑で実施された試験では、MEP(スミチオン乳剤)とチオファネートメチル(トップジンＭゾル)の混合散布が行われ、ＭＥＰのドリフト率は表のようで、70m地点でもドリフトが認められた。

　
　　表　大豆畑での無人ヘリコプターによるＭＥＰのドリフト調査

（農林水産航空協会05年実施）　　*ＭＥＰの理論散布量を50mg/m2として算出
　　距離    ドリフト率*   最大ドリフト量

 　　　m       の範囲　%        μg/m2

  　 　1　   0.338-1.16        580 

 　  　5　   0.012-0.348       174

  　 　7.5　 0.012-0.394       197

  　　10　   0.002-0.181        90.5

 　 　12.5　 0.001-0.173        86.5

 　 　15　   0.005-0.131        65.5

 　 　20　   0.009-0.081        40.5

 　 　30　   0.001-0.035        17.5

 　　 40　   0.002-0.027        13.5

 　　 50　   0.002-0.013         6.5

  　70     0.0001-0.009        4.5
(8)無人ヘリコプターによる農薬散布の実測調査やシミュレーション結果には、以下の事例が見られるが、貴省はこれらをどのように評価されるか。

　(a)貴省の農薬残留対策総合調査によれば、4～5m高さからの水田等での無人ヘリコプター空中散布の場合、農薬は散布地域外50m地点でも200m地点でも大気中に検出されているし、ドリフト率(単位面積当りの理論投下量をベースにした比率)は50m地点でも2%以下が認められる。

　（　詳しくは、http://home.e06.itscom.net/chemiweb/ladybugs/kiji/t23903.htm　）

　(b)松枯れ対策の場合では、秋田でのスミパインMC 剤の無人ヘリコプター空中散布で、地域外400ｍの地点で、大気中にMEPが検出されています。(本山ら。日本農薬学会誌34 巻45頁、2008年)。 

　(c)山口県農林総合技術センターの研究では、水田でのブラシンゾルの無人ヘリ空散で、隣接圃場にホウレンソウがあれば、農薬成分フェリムゾンの予測落下量から、風速3m/秒の場合、安全距離(ドリフト汚染によりホウレンソウの残留値が一律基準を超えない距離)を100m以上、風速1m/秒の場合75m以上としている。

  (d)参考資料8のエコス社の報告「平成２３年度 農薬の大気経由による影響評価事業（モニタリング調査業務）」によれば、フサライドの約3haの圃場試験で、

　　　落下量は散布区域内で、散布中にすべて検出(最大値1.2mg/m2)されたが、

　　　域内落下量は理論落下量の半分程度であった。

　　　また、散布布区域外の風下50mでも、検出されており、離れるほどドリフト率減少。

　　　気中濃度は散布中の区域外5ｍで最大1.2μg/ｍ3検出されている。

　(e)当グループの植村振作によれば、理論的にも、横風2ｍ/sの場合、高度5ｍからノズル吐出速度10ｍ/s以下で噴出された粒径20ミクロンの液滴粒子は、風下約800ｍまで漂流して地上に達する。

(9)飛散落下量は20ページ下段のように散布高度に著しく依存する。

　無人ヘリとはいえ、松枯れ防除の場合には、樹高10m以上の高さから撒かれることがあるので、散布高度を作物上３～４ｍにとどめて(2ページ)シミュレーションして得られたデータ（６－２０ページ）は、無人ヘリコプターでの農薬散布暴露評価するための基礎データとしては適当とはいえない。

　長野県では、松枯れ対策の無人ヘリコプター空中散布の場合、「松くい虫防除のための農薬の空中散布の今後のあり方」

http://www.pref.nagano.lg.jp/rinmu/shinrin/07hoanrin/04_kentoukai/matsu-002arikata.pdf
　によると、『家屋等人の生活圏から、有人ヘリ散布実施区域は 200m 以上、無人ヘリ散布実施区域は 30m 以上離して設定する。』とあるが、樹高プラス3-4ｍの高さからの散布についての話である。

　かりに、15mの高さからの散布にだとすると、そのシミュレーション結果はどうなるか。

　この場合、散布中立入制限距離は、どの程度になるか。MEP散布の場合の数値を示されたい。

(10)ｐ14の図中、エトフェンプロックスの　気中濃度評価値　560μg/m3

　となっている。資料02では、0.59mg/m3である。いずれが正しいか。　

(11)圃場の面積が1ha、4ha、9haの場合のシミュレーションが実施され、

　ほ場面積の飛散落下量分布への影響は小さいとされているが、気中濃度の変化はどうか。

　散布面積と気中濃度、落下量の関係を示す実測データがあれば、示されたい。

　また、実際の圃場では、100ha以上を10機以上の無人ヘリコプターで散布する場合も

　あるが、単機で数haの圃場で散布する場合とで、リスクにどのような違いがあるか示されたい。

(12)空中散布では、地上散布の100倍以上高い希釈濃度の散布液使用されるが

　空中散布と地上散布では、飛散や大気中濃度のシミュレーション結果は、

　どのような違いがあるか示されたい。

【質問２】資料２「無人ヘリコプター散布農薬に係る毒性評価」 について

(1)貴省は、農薬空中散布の結果生ずる、人の健康被害について、どのような調査をしたか。

(2)貴省が農薬による健康被害と認識しているのは、どのような場合のどのような症状か、

経気と経皮に分けて、明示されたい。

(3)一過性の目の痛み、鼻水や咳が出る、頭痛、消化器系異常、脈拍異常、心電図異常などは、被害とみなすか。

(4)化学物質過敏症との関連をどう考えるか。

(5)28日間反復投与吸入毒性試験では、幼齢獣を用いた試験は実施されているか。

　また、幼齢獣と成獣とで、農薬曝露の影響の差異を調べるのにどのような指標をおかれているかを説明してほしい。

(6)吸入実験では、農薬のガス体と浮遊粒子で、実験動物へ現れる影響に違いはあるか。

　同じ摂取量でも、気体と粒子では影響の出方が異ならないかを説明してほしい。

(7)気中濃度評価値は『安全と危険との明らかな境界を示すものではない。一般に、気中濃度評価値以下の濃度であれば、この期間吸入を続けたとしても人の健康に好ましくない影響が起きることはないと考えられる。そのため、気中濃度が短期間わずかにこの値を超えることがあっても、直ちに人の健康に影響があるというものではないことに留意する。』とあるが、よくわからない説明である。理解できるように説明してほしい。

(8)『小児の感受性を考慮し、個別農薬の毒性試験結果において児動物に対する明らかな影響が認められる場合には、さらに安全係数を乗ずることを検討する。』とあるが、

これは、表３「吸入毒性試験対象農薬の親動物及び児動物における毒性（無毒性量）の比較の結果」を踏まえ、評価値が示されている７農薬については、安全係数を追加する必要はなく、短期間の試験結果であっても安全係数は通常の種差・個体差100分の1でよいということか。

　かりに、安全係数が追加される場合は、どんなケースで、その数値はどの程度か。

(9)経皮曝露については、落下量評価値がＡＤＩに基づいて算出されている。許容一日経皮曝露量をＡＤＩの10％としたのは、なぜか。その根拠を示されたい。また、皮膚吸収率を10％とした根拠は？

(10)気中濃度評価値は、吸入毒性試験の結果が反映されるだけで、ＡＤＩは考慮されていないことに、疑問を感ずる。

　成人は、食品1ｋｇ/日、水2kg/日、空気20ｋｇ/日をとるとすれば、それぞれから農薬を摂取することになる。通常、ＡＤＩへの寄与率は食品80％、水10％となっており、

これに加えて、大気からの農薬摂取があるのに、ＡＤＩを配慮しないのは、(9)に示したように、ＡＤＩに依拠して落下量評価値を算出したことと矛盾しないか。

 (11)吸入実験で、鼻部曝露と全身曝露と２種の試験があるが、それぞれ、どういう試験方法で、どういう場合に行うか説明してほしい。

(12)ジノテフランの試験では2.08mg/Lの濃度試験が実施され、影響は出ないというが、ジノテフランの蒸気圧は低く、この濃度で、すべて気体であったのか。粒子状物があったとすれば、その粒径と対気体比率を教えてほしい。

(13)カスガマイシン、エチプロール、フルトラニルでは、媒体に水やホワイトカーボンを用いため、実験動物の死亡例が多く、途中で吸入試験が中止されているが、評価値が示されている7農薬については、どのような媒体が使われ、その影響はでなかったのか。

［参考］てんとう虫情報258号　http://home.e06.itscom.net/chemiweb/ladybugs/kiji/t25804.htm
【質問３】資料３「農薬の大気経由による飛散リスク評価（案）」について

(1)『通行者のばく露は一過性（１ha のほ場（100m×100m）の１辺を通行する場合、通過に要する時間（=ばく露時間）は1.5 分）とされているが、現実には、無人ヘリコプター10機以上で、100ha以上散布する場合もある。このような事例が挙げられていないのはなぜか。

(2)経気道曝露は、散布直後のミスト粒子が、ヤセにより浮遊粒子となり、気体成分とともに、長期にわたり、気中に漂い吸入・付着することが考えられる。これらは、どのように配慮されているか。

(3)曝露量のシミュレーションを行う地点として、距離　0～100m までを10m ずつ区分した10 地点についてシミュレーションにより推定するとしているのは、なぜか。

　このような設定は、実際の無人ヘリの状況を反映していない不適切な条件である。

背丈の高い散布対象作物の場合は、散布高度が高く、さらに遠くまで飛散することを考慮すべきではないか。貴省のお考えを示されたい。

(4)経気道ばく露についての評価では、『今回の評価に当たってはより安全側に立って毒性試験期間の約1/10 となる3日間の平均を用いることとし、3 日間の経気道ばく露濃度の平均が最も高い、散布開始から3 日後までの平均濃度を平均経気道ばく露濃度として算出する』としているが、この期間平均がなぜ、安全サイドに立つといえるのか。

シミュレーションでは、気中濃度が時間とともに低下するが、実測値では、気中濃度の数値が散布直後より、高くなる例がある。シミュレーションの平均値でなく、実測値の高い数値で、曝露量を算出すべきでないはないか。貴省のお考えを示されたい。

(5)経皮曝露量についての評価にある、『平均落下ばく露量』の定義はなにか。

(6)農薬散布後、こどもたちが、散布地域や飛散地域にはいり、転げまわって遊ぶような場合や、皮膚に長時間農薬が付着している場合などの、経皮毒性はどのように評価されているかを説明してほしい。

(7)石川県農業用無人ヘリコプター運営協議会が出している「石川県農業用無人ヘリコプター協議会の定める自主規制について」という文書には、散布除外区域として、(1)交通頻繁な道路学校、病院等公共施設の周辺、(2)市街化の進んだ地域、あるいはそれと同等な市街隣接地ほかがあげられ、自主規制事項として『隣接する農作物の収穫物が、ドリフトにより残留基準を超える懸念がある場合は、隣接する農作物圃場から30m以内は除外区域として防除を行わない』との記載もあるが、之について、貴省はどう考えるか。

(8)経気道評価された7農薬すべてで、シミュレーションにもとづく条件下では

平均経気道ばく露濃度 ＜ 気中濃度評価値

　である。このことから、散布地周辺の農薬大気汚染は、人の健康に影響を与えないと結論するのは、早計と思うが、貴省はどう考えるか。

また、29農薬の経皮評価で、平均落下ばく露量 ＞　落下量評価値　は、

MEP：20-30ｍ以内とDEP：60-70m以内であった。

シミュレーションだけで、この距離以遠が安全だとするのも早計と思うが、貴省はどう考えるか。

(9)一般に経路別の毒性の強さは、経気毒性＞経口毒性>経皮毒性　の順であるといわれているが、経皮毒性　＞　経気毒性　とした貴省の評価に疑念をいだく。

経皮毒性をＡＤＩに依拠し、経気毒性をＡＤＩ依拠しないとした毒性評価、及びシミュレーションに依拠した曝露量の算定に問題があったと思わないか。貴省のお考えを示されたい。

【質問４】資料４「農薬の大気経由による飛散に係るリスク管理措置（案）」について

(1)『平均ばく露量は気中濃度評価値を大きく下回った。また、気中濃度評価値が設定できない農薬についても、リスクが懸念される状況は確認されなかった。』としているが、

実測データを反映していない、シミュレーション方法の欠陥ではないか。

(2)『気中濃度評価値が設定できない農薬についても、リスクが懸念される状況は確認されなかった。』と記載されている。濃度評価値が設定できない農薬にリスクがないということについて、わかりやすく説明してほしい。

(3)経皮ばく露の観点からは、ＭＥＰとＤＥＰ以外の農薬は、リスク低減の措置、すなはち、住宅地からの安全距離をとる必要はないということか。

(4)『散布中の立入り制限』とあるが、これは散布者側の上から目線での表現である。農薬被害者の視点からいえば、散布地域と公共施設や住宅、道路等への安全距離＝『農薬空散禁止区域』と明確に表記すべきと思うが、貴省はどう考えるか。

(5)散布後の立入り可能となるのは、どのくらいの時間が経過すればよいか明確でない。

農薬弱者が散布中に避難しても、戻るまでの期間が示されなければ、いつまで、避難していたらよいかわからない。この点、貴省のお考えをお聞きしたい。

(6)農薬使用方法の変更として、『農薬の使用を中止したり、希釈倍率を高くしたり、散布量を減らすことで、ほ場への投入量を減らすことは、その割合に正比例して経皮ばく露量が減少し、無人ヘリによる農薬散布に係るリスクを低減する効果がある。』としているが、これは当たり前のことで、そのためには、無人ヘリコプター散布を住宅地周辺等でやめることが第一と思うが、現状では、単位面積当たりの農薬成分量が地上散布の場合と同等になるよう、散布高度や散布効率を考慮して、希釈倍率が決められるのが一般的である。

農薬投入量を減らすために、貴省は具体的にどのようなことを考えているか。

(7)「無人ヘリコプター利用技術指導指針」では、空中散布実施にあたり『特に、実施区域周辺において、飛来する農薬が原因となって有機農産物に関する認証が受けられなくなる等の防除対象以外の農作物への危被害が生じないために必要な措置の徹底に努めること。』とされている。無人ヘリコプター散布地周辺の有機農作物栽培地と同様、人に対しても、この条項が必要と思うが、貴省はどう考えるか。

【質問５】資料５「農薬の大気経由による飛散リスク評価・管理対策中間報告書」について

(1)中間報告では、『農薬吸入毒性試験に基づく毒性評価、モニタリングデータを踏まえた農薬飛散ばく露量のシミュレーションモデルを用いたばく露評価によりリスク評価を行うとともに、その評価を踏まえたリスク管理措置を取りまとめることとした。』とし、

『無人ヘリコプターにより散布された農薬による散布地周辺住民の健康への影響について、現時点での知見に基づき取りまとめたものである。』となっている。しかし、飛散リスク検討会が、経気毒性ではなく、経皮毒性の方が、リスク管理に重要であるとの結論を出そうとしていることは、農薬の大気汚染による健康被害を実感してきた被害者には、とうてい理解できない。このことを貴省はどう説明するか。

(2) 気流に係る一般的なシミュレーション予測だけでは、局所的なドリフトや大気汚染による健康被害を防止することはできない。多くの仮定をもとにした数理モデルによるシミュレーションで曝露評価するのではなく、圃場での無人ヘリコプター散布による実測データをもとにした曝露評価の実施を優先すべきと考えるが、貴省は、農水省らの関係機関が、すでに蓄積している圃場での実測データをどのように考え、健康被害防止に役立てようとしているのか。
(3)『シミュレーションモデルは、現実的なワーストケースを想定し、また、これまでに得られているモニタリングデータと比較・検証を行い、十分に実際のばく露量を反映していることを確認しているが、立地条件や気象条件等により変動が生じることも考えられる。』としているが、現実的なワーストケースを

想定しているのであれば、立地条件や気象条件等最も厳しいケースを想定しているのではないか。にもかかわらず、立地条件や気象条件等により変動が生じるとはいかなる意味か。想定したワーストケースを具体的に示してほしい。また、今後、どのようにして検証していくのかも、具体的に教えてほしい。

(4)『モニタリングによりデータを収集し、シミュレーションモデルの信頼性について検証を行う必要がある。』としているが、今回のシミュレーションモデルは、人の健康への影響を評価するのに、どのような点に、信頼性がないと考えているかを説明してほしい。

(5)「亜急性吸入毒性試験の充実」を謳っているが、経皮毒性評価のように、経気毒性でも、ＡＤＩを配慮した推計手法をとらない理由はなにか。
(6)中間報告にある今後の課題の最後の節は「４．大気ばく露評価シミュレーションの農薬開発企業等での活用」である。農薬メーカーはシミュレーションにより、人の健康や自然の生態系への影響防止のためではなく、どのような方法をとれば、目的の農作物等に、効率よく農薬を散布できるかが第一の関心事であると思う。貴省はメーカーに眼を向けるのでなく、健康被害者の声に耳を貸してほしい。

この節は、削除し、農薬メーカーの無人ヘリコプター散布適用登録に際しては、薬効だけでなく、飛散や揮散による人や生態系への影響についての試験成績を求めるべきと思うが、貴省はどう考えるか。
【質問６】参考資料７『農薬の粒径分布測定結果 』について

(1)例えば、ｐ６の粒度分布曲線が正しいとして、読み取った体積割合から累積曲線を描くと添付図のようになる。体積割合曲線は左右対称な正規分布をしているので、正規分布するとして標準偏差（39.7cm）、平均値(136.6cm)を求め、体積割合（計算）（赤色）、累積(計算)（黒色）を得た。体積割合（読取）と体積割合（計算）は良く一致した。一方、体積割合（読取）から得られた累積線(計算)は参考資料7の図と全く異なった。

　この場合、体積割合曲線が最尤点の左右で対称だから、累積曲線は最尤点で50％になるはずであるがが原図では75％になっている。原図の体積割合曲線と累積曲線との間には整合性がない。体積割合曲線が正しく実測値を表しているのか、累積曲線が正しく実測値を表しているのか不明である。それ故、参考資料7に示された粒度分布図から得られたとされている13頁の結果をそのまま信用することはできない。

　このように信頼性に疑問のあるデータを根拠に、散布された薬剤の粒径について、「ドリフト低減ノズルを用いた場合で百～数百μｍとされており、10 μm 以下の粒径のミストはほとんど含まれていな[image: image1.jpg]25%
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い。」(参考資料３の1頁)と結論することは出来ない。貴省はどう考えるか。

(2)清水と農薬散布液の噴霧粒径の平均は概ね同等であることが、確認されたとしているが、フィールドでの農薬成分の飛散は、ミストのやせを配慮せねばならない。

　気温、湿度や風速の影響下、時間とともに水分が蒸発し、ミスト径は減少することを考えれば、実験装

置で測定するノズル噴射直後の粒径分布を清水と農薬散布液と比較することに、どんな意味があるのか。

　むしろ、製剤中に含まれる原体や鉱物質の粒径分布、マイクロカプセルの場合は、MCの粒径分布などのデータが必要ではないか。貴省のお考えを示されたい。

【質問７】その他の事項について

 (1) 第2回農薬吸入毒性評価部会の検討会の出席委員は全て第1回検討会出席委員と異なり、さらに検討会委員名簿（第1回資料1)に記載されていない者である。農薬吸入毒性評価部会はいかなる組織の部会か、「農薬の大気経由による飛散リスク評価検討会」といかなる関係にあるのか。

(2)『揮散』という用語は、気体状農薬と大気中に漂う浮遊微粒子の両者が含まれる。

『飛散』という用語は、散布直後の散布液のミストや粒子が地表等に落下すること、と理解してよいか。それぞれの用語の科学的定義を示されたい。
(3)資料３、資料４、資料５の表題はすべて「農薬の大気経由・・・」となっているが、この表題が一人歩きして、あらゆる場合の農薬散布に伴う農薬の大気経由による飛散を考慮した結果のリスク評価・管理対策の報告書と誤解され、国民を惑わす恐れがある。検討会提出資料並びに参考資料には幾多の疑問点や間違いがあるが、仮にそれらを容認したとしても、評価・報告内容を正しく国民に知らせるためには、「無人ヘリコプターによる散布農薬の大気経由・・・」と表題を改めるべきであるが、貴省はどのように考えるか。

(4)資料１に記載のある噴霧ノズルTXYS-8はいわゆるドリフト低減ノズルか。また、参考資料７のTXVS-8とは異なるのか。それぞれの仕様を示されたい。

(5)現在も水田、果樹、森林等の薬剤防除で慣行ノズルが用いられるが、慣行ノズルとドリフト低減ノズルの使用割合はどれほどか。

(6)農薬の大気経由による飛散リスク評価にあたり、調査・検討事項として、無人ヘリコプターに係る事項を取り上げられたが、街路樹防除で見られるように高所からの散布や、スピードスプレーヤによる果樹防除での農薬散布、スパウターのような大型散布機による散布の飛散リスク評価も必要と思うが、今後、実施しないのか。
以上
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